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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第79期

中間連結会計期間
第80期

中間連結会計期間
第79期

会計期間
自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2024年４月１日
至2025年３月31日

売上高 （千円） 19,705,339 20,321,015 40,949,509

経常利益 （千円） 184,858 348,243 491,935

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（千円） 86,055 300,047 526,983

中間包括利益又は包括利益 （千円） 231,119 465,504 166,194

純資産額 （千円） 22,467,846 22,657,316 22,402,922

総資産額 （千円） 32,390,256 31,092,499 32,796,273

１株当たり中間（当期）純利

益
（円） 4.45 15.46 27.25

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 69.4 72.9 68.3

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △557,316 △275,213 43,845

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △347,713 283,041 22,312

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 539,668 △2,215,293 747,707

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高
（千円） 6,068,211 5,041,154 7,248,743

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しており、１株当たり中間（当期）純利益の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に当該信託が保有する当社株式を含めております。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　

中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した
事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
(1）財政状態及び経営成績の状況
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善、インバウンド需要の増加等を背景として、
緩やかな回復傾向がみられました。しかし、不安定な国際情勢の影響のもと、原材料価格やエネルギー価格の高止
まり、継続的な物価上昇等による消費者の節約志向が継続しており、依然として経済の先行きは不透明な状況が続
いております。
当社グループにおきましても、取引先が属する業界の再編成、原材料価格やエネルギー価格の高止まりに加え
て、人手不足に伴う人件費の上昇等、当社グループを取り巻く経営環境は厳しい状況が続いております。
このような状況のもと、当社グループにおきましては、経営戦略である卸売事業の拡充、ものづくり事業の強
化、ＥＣ事業の拡大、物流機能の強化を引き続き推進してまいりました。「家庭用品卸売事業」では市場や消費者
の動向を深く分析し、大きく変化し続ける消費者の価値観に合った新規商品の販売を推進し、販売チャネルを超え
た提案も含めて、商品の魅力をより感じていただける新しい売り場作りの提案を進めてまいりました。
これらの結果、営業面におきましては、取引先の営業戦略・販売方針に沿った営業展開が奏功し、調理用品や収
納用品・インテリア関連用品等の販売が伸長したことに加えて、暑さ対策等の多様な季節性商品の販売が記録的な
空梅雨、長引いた猛暑の影響により伸長したことから、主に「家庭用品卸売事業」の販売数が昨年実績を上回った
ことで、当中間連結会計期間の売上高は203億21百万円（前年同期比3.1％増）となりました。
損益面におきましては、原材料価格の高止まりや円安基調の影響によって仕入価格の改定があったものの、グ
ループ全社において売上高が伸長し、経費削減に取り組んだ結果、営業利益１億93百万円（前年同期は営業利益６
百万円）、経常利益３億48百万円（前年同期比88.4％増）となりました。また、投資有価証券売却益２億32百万
円、投資有価証券評価損50百万円を計上したこと等により、親会社株主に帰属する中間純利益は３億円（前年同期
比248.7％増）となりました。
商品分類別売上高につきましては、以下のとおりであります。

商品分類

前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

前年同期比

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 増減率（％）

調理用品 6,162 31.3 6,418 31.5 4.2

台所用品 2,083 10.6 2,086 10.3 0.2

サニタリー用品 2,715 13.8 2,805 13.8 3.3

収納用品・インテリア関連用品 2,295 11.6 2,459 12.1 7.1

行楽・レジャー用品 4,796 24.3 4,842 23.8 1.0

エクステリア用品・園芸用品 701 3.6 769 3.8 9.7

家電用品・冷暖房用品 596 3.0 561 2.8 △5.8

ヘルスケア・シニア・ベビー
用品等

354 1.8 377 1.9 6.4

合計 19,705 100.0 20,321 100.0 3.1
「調理用品」は、フライパン、包丁、鍋等を中心に64億18百万円（前年同期比4.2％増）となりました。「台所用
品」は、保存容器、台所消耗品等を中心に20億86百万円（前年同期比0.2％増）となりました。「サニタリー用品」
は、リビング清掃用品、浴室用品等を中心に28億５百万円（前年同期比3.3％増）となりました。「収納用品・イン
テリア関連用品」は、キッチン収納用品、衣装ケース・プラチェスト等を中心に24億59百万円（前年同期比7.1％
増）となりました。「行楽・レジャー用品」は、ボトル・タンブラー、レジャー用品、ランチボックス等を中心に
48億42百万円（前年同期比1.0％増）となりました。「エクステリア用品・園芸用品」は、DIY用品・内装資材用
品、園芸用品等を中心に７億69百万円（前年同期比9.7％増）となりました。「家電用品・冷暖房用品」は、調理家
電を中心に５億61百万円（前年同期比5.8％減）となりました。「ヘルスケア・シニア・ベビー用品等」は、ヘルス
ケア用品、衛生用品等を中心に３億77百万円（前年同期比6.4％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。なお、当中間連結会計期間から、報告セグメントの区分
を変更しており、以下の前年同中間期比較については、前年同中間期の数値を変更後のセグメント区分に組み替え
た数字で比較分析しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情
報等）」に記載のとおりであります。
①　家庭用品卸売事業
当事業では、家電用品・冷暖房用品等の販売は前年同期を下回ったものの、調理用品、収納用品・インテリア
関連用品等の販売は前年同期を上回りました。
その結果、売上高は「北海道」６億81百万円（前年同期比3.5％増）、「東北・関東」81億53百万円（前年同期
比1.0％減）、「中部」19億21百万円（前年同期比14.9％増）、「近畿・中四国」49億97百万円（前年同期比
2.8％増）、「九州・沖縄」29億42百万円（前年同期比3.9％増）となり、家庭用品卸売事業の売上高は186億96百
万円（前年同期比2.4％増）となりました。
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セグメント利益又は損失は「北海道」△25百万円（前年同期はセグメント損失16百万円）、「東北・関東」２
億37百万円（前年同期比37.7％増）、「中部」55百万円（前年同期比52.8％増）、「近畿・中四国」２億11百万
円（前年同期比9.0％増）、「九州・沖縄」68百万円（前年同期比1.2％減）となり、家庭用品卸売事業のセグメ
ント利益は５億47百万円（前年同期比20.2％増）となりました。
②　プラスチック日用品製造事業
当事業では、収納用品、園芸用品の販売は前年同期を上回りました。
その結果、売上高は10億44百万円（前年同期比13.4％増）、セグメント利益は27百万円（前年同期はセグメン
ト損失19百万円）となりました。
③　インテリア用品製造・販売事業
当事業では、インテリア関連用品の販売は前年同期を上回りました。
その結果、売上高は７億３百万円（前年同期比3.0％増）、セグメント利益は２億８百万円（前年同期比3.6％
増）となりました。
④　家庭用品製造・販売事業
家庭用品製造・販売事業の販売は前年同期を上回りました。
その結果、売上高は12億70百万円（前年同期比137.5％増）、セグメント利益は１億59百万円（前年同期はセグ
メント損失38百万円）となりました。
 
財政状態の状況は、以下のとおりであります。
（資産）
当中間連結会計期間末における流動資産は190億30百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億53百万円減少い
たしました。これは主に電子記録債権が３億６百万円、商品及び製品が４億45百万円、原材料が47百万円それぞ
れ増加したことと、現金及び預金が22億４百万円、受取手形及び売掛金が３億32百万円、未収入金（流動資産の
その他）が28百万円それぞれ減少したことによるものであります。
固定資産は120億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ49百万円増加いたしました。これは主に有形固定資
産が１億３百万円、無形固定資産が31百万円それぞれ減少したことと、投資その他の資産が１億84百万円増加し
たことによるものであります。
この結果、総資産は310億92百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億３百万円減少いたしました。

（負債）
当中間連結会計期間末における流動負債は68億97百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億２百万円減少い
たしました。これは主に未払法人税等が78百万円、未払消費税等（流動負債のその他）が41百万円それぞれ増加
したことと、短期借入金が17億円、支払手形及び買掛金が２億53百万円それぞれ減少したことによるものであり
ます。
固定負債は15億37百万円となり、前連結会計年度末に比べ55百万円減少いたしました。これは主に繰延税金負
債（固定負債のその他）が75百万円増加したことと、長期借入金が１億28百万円減少したことによるものであり
ます。
この結果、負債合計は84億35百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億58百万円減少いたしました。

（純資産）
当中間連結会計期間末における純資産合計は226億57百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億54百万円増加
いたしました。これは主に剰余金の配当２億33百万円と、親会社株主に帰属する中間純利益３億円の計上、その
他有価証券評価差額金の増加１億97百万円によるものであります。
この結果、自己資本比率は72.9％（前連結会計年度末は68.3％）となりました。
 

(2）キャッシュ・フローの状況
当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、50億41百万円（前年同期は60億
68百万円）となりました。
当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
営業活動の結果使用した資金は、２億75百万円（前年同期は営業活動の結果使用した資金５億57百万円）となり
ました。これは主に、増加要因としての税金等調整前中間純利益５億30百万円、減価償却費２億１百万円、減少要
因としての投資有価証券売却益２億32百万円、棚卸資産の増加額４億90百万円、仕入債務の減少額２億53百万円に
よるものであります。
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
投資活動の結果獲得した資金は、２億83百万円（前年同期は投資活動の結果使用した資金３億47百万円）となり
ました。これは主に、減少要因としての有形固定資産の取得による支出51百万円、投資有価証券の取得による支出
19百万円、増加要因としての投資有価証券の売却による収入３億55百万円によるものであります。
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
財務活動の結果使用した資金は、22億15百万円（前年同期は財務活動の結果獲得した資金５億39百万円）となり
ました。これは主に、減少要因としての短期借入金の減少額17億円、長期借入金の返済による支出１億92百万円、
配当金の支払額２億33百万円によるものであります。

 
(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更
はありません。
 

(4）研究開発活動
該当事項はありません。
 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
(2025年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(2025年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,214,480 20,214,480
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 20,214,480 20,214,480 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 20,214,480 － 1,706,000 － 1,269,000
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（５）【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合
（％）

中山福共栄会 大阪市中央区島之内１－22－９ 2,786 14.24

象印マホービン株式会社 大阪市北区天満１－20－５ 912 4.66

京セラ株式会社 京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 907 4.64

中山福従業員持株会 大阪市中央区島之内１－22－９ 730 3.73

株式会社みずほ銀行

（常任代理人 株式会社日本カストディ銀行）

東京都千代田区大手町１－５－５

（東京都中央区晴海１－８－12）
623 3.18

中山　修次郎 堺市西区 490 2.50

株式会社良善 大阪市淀川区西三国１－６－７ 490 2.50

天馬株式会社 東京都北区赤羽１－63－６ 222 1.13

松本　陽子 兵庫県西宮市 161 0.82

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ

ＢＲＯＫＥＲＳ　ＬＬＣ

（常任代理人　インタラクティブ・ブローカー

ズ証券株式会社）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,

CONNECTICUT 06830 USA

（東京都千代田区霞が関３－２－５）

135 0.69

計 － 7,459 38.14

（注）持株比率は自己株式（657,736株）を控除して計算しております。

なお、自己株式には「株式給付信託（BBT）」に基づき株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社

株式（144,300株）を含んでおりません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 657,700 －

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,544,600 195,446 同上

単元未満株式 普通株式 12,180 － －

発行済株式総数  20,214,480 － －

総株主の議決権  － 195,446 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,300株(議決権13個）及び株式会

社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式144,300株（議決権1,443個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

中山福株式会社
大阪市中央区島之内一丁

目22番９号
657,700 － 657,700 3.25

計 － 657,700 － 657,700 3.25

（注）１．株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式144,300株は、上記の自己株式に含まれており

ません。

２．2025年６月２日に導入した従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブとしての自己株式の処分により

162,250株減少しております。

また、2025年７月31日開催の取締役会決議に基づき、2025年８月１日に東京証券取引所の自己株式立会外買付

取引（ToSTNet-3)により自己株式87,700株を取得いたしました。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
 当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,250,595 5,045,894

受取手形及び売掛金 7,039,375 6,707,215

電子記録債権 1,580,186 1,887,035

商品及び製品 4,530,768 4,976,270

仕掛品 18,605 16,095

原材料 216,216 263,230

その他 147,892 134,557

流動資産合計 20,783,639 19,030,299

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,285,840 4,183,381

土地 2,516,342 2,516,342

その他（純額） 296,325 295,665

有形固定資産合計 7,098,509 6,995,389

無形固定資産   

のれん 46,963 18,785

その他 41,480 38,328

無形固定資産合計 88,444 57,114

投資その他の資産   

投資有価証券 3,582,469 3,716,640

その他 1,247,311 1,297,155

貸倒引当金 △4,100 △4,100

投資その他の資産合計 4,825,680 5,009,696

固定資産合計 12,012,634 12,062,200

資産合計 32,796,273 31,092,499
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,321,595 3,068,210

短期借入金 3,500,000 1,800,000

１年内返済予定の長期借入金 344,626 280,224

未払法人税等 180,281 258,489

賞与引当金 231,206 235,805

その他 1,222,703 1,254,968

流動負債合計 8,800,412 6,897,698

固定負債   

長期借入金 591,492 462,980

役員株式給付引当金 60,058 68,625

退職給付に係る負債 116,668 113,368

その他 824,719 892,510

固定負債合計 1,592,938 1,537,484

負債合計 10,393,351 8,435,182

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,706,000 1,706,000

資本剰余金 1,269,000 1,269,000

利益剰余金 17,652,742 17,698,541

自己株式 △428,297 △385,158

株主資本合計 20,199,444 20,288,383

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,697,198 1,894,361

繰延ヘッジ損益 △13 －

退職給付に係る調整累計額 506,291 474,572

その他の包括利益累計額合計 2,203,477 2,368,933

純資産合計 22,402,922 22,657,316

負債純資産合計 32,796,273 31,092,499
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 19,705,339 20,321,015

売上原価 15,891,918 16,292,610

売上総利益 3,813,421 4,028,404

販売費及び一般管理費 ※ 3,806,436 ※ 3,835,378

営業利益 6,984 193,026

営業外収益   

受取利息 80 682

受取配当金 41,822 44,605

仕入割引 99,884 90,125

賃貸収入 18,911 18,911

その他 33,723 18,919

営業外収益合計 194,422 173,243

営業外費用   

支払利息 12,042 13,616

賃貸費用 3,345 3,418

その他 1,161 992

営業外費用合計 16,549 18,027

経常利益 184,858 348,243

特別利益   

投資有価証券売却益 7,979 232,425

特別利益合計 7,979 232,425

特別損失   

投資有価証券評価損 － 50,292

特別損失合計 － 50,292

税金等調整前中間純利益 192,837 530,375

法人税等 106,782 230,327

中間純利益 86,055 300,047

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益 86,055 300,047

 

【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 86,055 300,047

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 172,909 197,162

繰延ヘッジ損益 － 13

退職給付に係る調整額 △27,845 △31,719

その他の包括利益合計 145,064 165,456

中間包括利益 231,119 465,504

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 231,119 465,504

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 192,837 530,375

減価償却費 178,410 201,090

投資有価証券評価損益（△は益） － 50,292

のれん償却額 28,178 28,178

賞与引当金の増減額（△は減少） 15,502 4,599

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,700 △21,400

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △1,587 8,566

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △10,395 △3,299

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △13,174 △13,929

受取利息及び受取配当金 △41,903 △45,288

支払利息 12,042 13,616

投資有価証券売却損益（△は益） △7,979 △232,425

売上債権の増減額（△は増加） 597,647 25,309

棚卸資産の増減額（△は増加） △76,939 △490,007

仕入債務の増減額（△は減少） △1,205,364 △253,384

未払又は未収消費税等の増減額 △47,174 56,872

その他 △78,579 △23,791

小計 △468,179 △164,623

利息及び配当金の受取額 41,895 45,307

利息の支払額 △13,714 △12,275

法人税等の還付額 35,767 －

法人税等の支払額 △153,085 △143,621

営業活動によるキャッシュ・フロー △557,316 △275,213

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △333,070 △51,051

有形固定資産の売却による収入 100 －

投資有価証券の取得による支出 △21,893 △19,453

投資有価証券の売却による収入 9,199 355,101

貸付金の回収による収入 450 480

無形固定資産の取得による支出 △6,191 △2,160

敷金及び保証金の差入による支出 △641 △402

敷金及び保証金の回収による収入 4,333 528

投資活動によるキャッシュ・フロー △347,713 283,041

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 1,000,000 △1,700,000

長期借入金の返済による支出 △215,652 △192,914

配当金の支払額 △194,865 △233,838

自己株式の取得による支出 △5 △35,518

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △49,807 △53,021

財務活動によるキャッシュ・フロー 539,668 △2,215,293

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,668 △123

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △367,030 △2,207,588

現金及び現金同等物の期首残高 6,435,242 7,248,743

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 6,068,211 ※ 5,041,154
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

運賃荷造費 860,677千円 863,290千円

従業員給与手当 1,350,998 1,318,699

賞与引当金繰入額 217,782 217,253

役員株式報酬費用 7,662 8,566

退職給付費用 22,800 15,455

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

現金及び預金勘定 6,071,282千円 5,045,894千円

株式給付信託（BBT）別段預金 △3,070 △4,739

現金及び現金同等物 6,068,211 5,041,154

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月10日

取締役会
普通株式 194,865 10 2024年３月31日 2024年６月11日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」において株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社

株式（2024年３月31日基準日：156千株）に対する配当金1,566千円が含まれております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2025年４月１日 至 2025年９月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月９日

取締役会
普通株式 233,838 12 2025年３月31日 2025年６月11日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」において株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社

株式（2025年３月31日基準日：144千株）に対する配当金1,731千円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日 至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント

 家庭用品卸売事業

 北海道 東北・関東 中部 近畿・中四国 九州・沖縄 計

売上高       

外部顧客への売上高 657,964 8,233,587 1,671,523 4,862,500 2,831,790 18,257,365

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 657,964 8,233,587 1,671,523 4,862,500 2,831,790 18,257,365

セグメント利益
又は損失（△）

△16,851 172,784 36,633 193,952 69,220 455,739

 

 報告セグメント

調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
プラスチック
日用品製造事業

インテリア用品
製造・販売事業

家庭用品
製造・販売事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 768,075 679,898 － 19,705,339 － 19,705,339

セグメント間の内部売上高
又は振替高

152,797 3,010 534,737 690,546 △690,546 －

計 920,873 682,909 534,737 20,395,885 △690,546 19,705,339

セグメント利益
又は損失（△）

△19,493 201,433 △38,360 599,319 △592,334 6,984

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△592,334千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△584,418千円及びセグメント間取引消去等△7,915千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

     ２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日 至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント

 家庭用品卸売事業

 北海道 東北・関東 中部 近畿・中四国 九州・沖縄 計

売上高       

外部顧客への売上高 681,265 8,147,392 1,921,187 4,997,197 2,941,809 18,688,851

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 5,694 190 453 857 7,195

計 681,265 8,153,086 1,921,377 4,997,650 2,942,667 18,696,047

セグメント利益
又は損失（△）

△25,950 237,978 55,969 211,499 68,370 547,867

 

 報告セグメント

調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
プラスチック
日用品製造事業

インテリア用品
製造・販売事業

家庭用品
製造・販売事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 905,251 696,169 30,742 20,321,015 － 20,321,015

セグメント間の内部売上高
又は振替高

139,192 7,130 1,239,315 1,392,834 △1,392,834 －

計 1,044,444 703,300 1,270,057 21,713,849 △1,392,834 20,321,015

セグメント利益
又は損失（△）

27,914 208,611 159,820 944,214 △751,187 193,026

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△751,187千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△614,740千円及びセグメント間取引消去等△136,447千円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

     ２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

事業体制の見直しを踏まえ、事業活動の実態をより適切に表示させるため、当中間連結会計期間から報告セグ

メントの区分を変更しております。

「家庭用品卸売事業」に含めておりました卸売事業と製造・販売事業について、新事業体制への移行期間を経

て製造・販売事業の重要性が増したため区分し、「家庭用品製造・販売事業」として新たに報告セグメントとし

て記載する方法に変更しております。また、連結子会社の吸収合併等を踏まえ、当社グループのＥＣ事業等の体

制を再構築した結果、「その他」事業に含めておりましたインターネット通信販売事業及び輸出等を「家庭用品

卸売事業」に含めて記載する方法に変更しております。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示

しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

(単位：千円）

 

報告セグメント

家庭用品卸売事業

北海道 東北・関東 中部 近畿・中四国 九州・沖縄 計

調理用品 203,594 2,876,278 651,897 1,516,196 914,292 6,162,260

台所用品 98,080 1,009,655 149,522 529,872 296,190 2,083,320

サニタリー用品 96,176 1,186,758 186,663 743,671 502,503 2,715,773

収納用品・インテリア関連用品 51,468 477,656 88,251 337,062 149,711 1,104,150

行楽・レジャー用品 152,224 1,986,149 447,063 1,402,064 809,009 4,796,511

エクステリア用品・園芸用品 14,294 263,143 12,204 97,649 57,238 444,530

家電用品・冷暖房用品 31,829 275,803 119,428 128,679 40,501 596,242

ヘルスケア・シニア・ベビー用品等 10,296 158,140 16,491 107,305 62,343 354,576

顧客との契約から生じる収益 657,964 8,233,587 1,671,523 4,862,500 2,831,790 18,257,365

外部顧客への売上高 657,964 8,233,587 1,671,523 4,862,500 2,831,790 18,257,365

 

 

報告セグメント

合計プラスチック

日用品製造事業

インテリア用品

製造・販売事業

家庭用品

製造・販売事業

調理用品 － － － 6,162,260

台所用品 － － － 2,083,320

サニタリー用品 － － － 2,715,773

収納用品・インテリア関連用品 511,538 679,898 － 2,295,587

行楽・レジャー用品 － － － 4,796,511

エクステリア用品・園芸用品 256,537 － － 701,067

家電用品・冷暖房用品 － － － 596,242

ヘルスケア・シニア・ベビー用品等 － － － 354,576

顧客との契約から生じる収益 768,075 679,898 － 19,705,339

外部顧客への売上高 768,075 679,898 － 19,705,339
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当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

(単位：千円）

 

報告セグメント

家庭用品卸売事業

北海道 東北・関東 中部 近畿・中四国 九州・沖縄 計

調理用品 216,248 2,777,055 873,412 1,588,601 941,121 6,396,438

台所用品 90,228 968,930 168,577 551,978 304,892 2,084,608

サニタリー用品 99,230 1,254,377 194,765 759,146 492,837 2,800,357

収納用品・インテリア関連用品 56,272 534,433 74,675 349,442 161,514 1,176,338

行楽・レジャー用品 171,156 1,944,860 463,106 1,398,508 865,265 4,842,896

エクステリア用品・園芸用品 13,863 247,407 33,952 87,761 67,659 450,645

家電用品・冷暖房用品 22,903 255,537 87,006 146,426 48,292 560,167

ヘルスケア・シニア・ベビー用品等 11,362 164,789 25,691 115,332 60,224 377,399

顧客との契約から生じる収益 681,265 8,147,392 1,921,187 4,997,197 2,941,809 18,688,851

外部顧客への売上高 681,265 8,147,392 1,921,187 4,997,197 2,941,809 18,688,851

 

 

報告セグメント

合計プラスチック

日用品製造事業

インテリア用品

製造・販売事業

家庭用品

製造・販売事業

調理用品 － － 21,759 6,418,198

台所用品 － － 1,999 2,086,607

サニタリー用品 － － 5,557 2,805,914

収納用品・インテリア関連用品 586,602 696,169 － 2,459,111

行楽・レジャー用品 － － － 4,842,896

エクステリア用品・園芸用品 318,648 － 52 769,345

家電用品・冷暖房用品 － － 1,374 561,541

ヘルスケア・シニア・ベビー用品等 － － － 377,399

顧客との契約から生じる収益 905,251 696,169 30,742 20,321,015

外部顧客への売上高 905,251 696,169 30,742 20,321,015

（注）当中間連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「注記事項（セグメント情報

等）　セグメント情報」の「Ⅱ　２．報告セグメントの変更等に関する事項」に記載のとおりであります。

なお、前中間連結会計期間の顧客との契約から生じる収益を分解した情報については、変更後の区分方法により作

成したものを記載しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 ４円45銭 15円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 86,055 300,047

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（千円）
86,055 300,047

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,335 19,408

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり中間純利益の算定上、「株式給付信託（BBT）」において、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ

口）が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。なお、控

除した当該自己株式の期中平均株式数は、前中間連結会計期間151千株、当中間連結会計期間144千株でありま

す。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】
（剰余金の配当）
2025年５月９日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。
(イ）配当金の総額………………………………………233,838千円
(ロ）１株当たりの金額…………………………………12円
(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2025年６月11日
（注）１．2025年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」において株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保

有する当社株式（2025年３月31日基準日：144千株）に対する配当金1,731千円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

２０２５年１１月１２日

中山福株式会社

取締役会 御中

 

EＹ新日本有限責任監査法人

大 阪 事 務 所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松浦 大

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飛田 貴史

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中山福株式会

社の２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２５年４月１日から２

０２５年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包

括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、中山福株式会社及び連結子会社の２０２５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以 上

 

 （注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

       ２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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